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指定介護老人福祉施設みこころの園 

重要事項説明書 
（令和 7年 11月 1日現在） 

 当事業所はご利用者様に対して指定介護老人福祉施設サービスを提供します。 

施設の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことをご案内いたします。 

 

１ 介護老人福祉施設サービスを提供する事業者について 

法人名称 社会福祉法人山形公和会 代表者名 理事長 戸田 雅大 

法 人 所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

〒990-2474 山形県山形市大字沼木字下河原 1129番地 1 

電話番号 023-644-7571 FAX番号 023-644-1498 

法人設立年月日 昭和 57年 7月 5日 

 

２ 入所者に対してのサービス提供を実施する施設について 

（１）施設の所在地等 

施設名称 指定介護老人福祉施設みこころの園 指定番号 ０６７０１００７２６ 

施設所在地 山形県山形市大字沼木字下河原１１２９番地 1 

連絡先 電話番号 023-644-7571 FAX番号 023-644-1498 

 

（２）事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 要介護状態にある利用者に対し、適切な介護支援を提供することを目的とする。 

運営の方針 

事業所は、利用者の意思及び人権を尊重し、常に利用者の立場に立って公正中立に

支援する。又、明るく、家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視し

た運営を行う。 

 

（３）施設概要 

建物の構造 
鉄筋コンクリート造 

一部２階建 

敷地面積 

（延べ床面積） 

９，７１０.６９㎡ 

（２，９１３.８５㎡） 

開設年月日 昭和５８年４月１日 入所定員 
１００名 

(うち 16名短期入所生活介護を含む) 

 

＜主な設備等＞ 

居 室 

多床室 

多床室 

従来型個室 

４人部屋 ２１室 

２人部屋  ４室 

個室    ８室 

食堂兼娯楽室 ４室 

娯楽室 １室 

静養室 １室 医務室 １室 

浴   室 一般浴槽、車椅子特殊浴槽、特殊機械浴槽 機能訓練室 １室 

併設事業所 （介護予防）短期入所生活介護（第 0670100213号） 

通所介護・通所型サービス（総合事業）（第 0670100288号） 

居宅介護支援事業所（第 0670100056号） 

地域包括支援センター（第 0600100135号） 

 

 



2 

 

（４）職員体制 

管理者 伊藤 由紀 

 

職 種 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 

1 従業者及び業務の実施状況の把握その他の業務の管理 

2 従業者に、法令等において規定されている遵守すべき

事項において指揮命令を行う 

常勤 1名 
併設事業所と兼務 

医 師 入所者に対する、健康管理及び療養上の指導 非常勤４名 

介護支援専門員 施設サービス計画を作成  常勤４名 
内３名兼務 

生活相談員 入所者の日常生活上の相談および生活支援業務 常勤２名 
内１名兼務 

介護職員 入所者に対する必要な介護および支援 

常勤３４名 

非常勤３名 
常勤は短期入所生活介護

と兼務 

看護職員 
入所者の健康管理や療養上の世話、日常生活上の介護等 

夜間は、交代で自宅待機し、緊急時対応 

常勤３名 

非常勤４名 

機能訓練指導員 
入所者の状況に適した機能訓練、生活リハビリを取り入れ

心理的機能、身体機能の低下を防止 
常勤 1名 

短期入所生活介護と兼務 

管理栄養士 食事の献立、栄養計算等入所者に対する栄養指導等 常勤 1名 

その他職員 事務等、その他業務 
常勤１４名 

非常勤２名 

＜主な職種の勤務体制＞ 

職   種 勤  務  体  制 

１．医 師 

内科医 ：毎週土曜日 １４:００～１６：００ 

精神科医：月２回 １０：００～１２：００ 

皮膚科医：月１回 １４：００～１６：００ 

歯科医 ：月１回 １０：００～１６：００ 

２.介 護 職 員 

標準的な時間帯における配置人員          

日中： ９:００～１７:００           １６名 

夜間：１７:００～翌９:００            ６名 

３.看 護 職 員 
標準的な時間帯における配置人員 

日中： ８:４５～１７:３０            ３名 

４.機能訓練指導員 毎週月～金曜日（祝日を除く）           １名 
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３ 提供するサービスの内容 

提供するサービスの内容は次の通りです。 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

施設サービス計画の

作成 

1 介護支援専門員が、入所者の心身の状態や、生活状況の把握（アセスメ

ント）を行い、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助

の方針、生活全般の解決すべき課題、援助の目標、サービス内容、サービ

スを提供する上での留意事項等を記載した施設サービス計画を作成しま

す。 

2 作成した施設サービス計画の内容について、入所者又はその家族に対し

て、説明し文書により同意を得ます。 

3 施設サービス計画を作成した際には、利用者に交付します。 

4 計画作成後においても、施設サービス計画の実施状況の把握を行い、必

要に応じて介護計画を変更します。  

食 事 

1 管理栄養士の立てる献立により、栄養並びに入所者の身体の状況及び嗜

好を考慮した食事を提供します。 

2 可能な限り離床して食堂で食事をとることを支援します。 

食事の時間    ※生活のリズムに合わせた時間に配慮します。 

朝食 ７:４５～８:４５ 

昼食 １２:１５～１３:１５ 

夕食 １８:００～１９:００ 

入 浴 
入浴又は清拭を最低週２回行います。入所者の体調等により、当日入浴がで

きなかった場合は、清拭及び入浴日の振替え等にて対応します。 

排せつ 排せつの自立を促すため、入所者の身体能力を活用した援助を行います。 

機能訓練 
入所者の心身等の状況に応じて日常生活を営むのに必要な機能の回復、又は

その減退を防止するための訓練を行います。 

栄養管理 
入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、各利用者の状態に応じた栄養管理を計画的に行います。 

口腔衛生の管理 
入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよ

う、各利用者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行います。 

その他 

自立への支援 

1 寝たきり防止のため、入所者の身体状況を考慮しながら、可能な限り離

床に配慮します。 

2 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助を行い

ます。 

生活相談 
常勤の生活相談員に、介護以外の日常生活に関することを含め相談できま

す。 

健康管理 
年 1回、健康診断を行います。 

医師や看護職員が、健康管理を行います。 

社会生活の便宜 

（レクリエーション） 

毎月、入所者交流等の行事を行います。行事によっては、別途参加費がか

かることもございます。 

（行政手続の代行） 

 入所者が日常生活を営むのに必要な行政機関等に対する手続きについて、

ご本人またはご家族が行うことが困難である場合には、代行を受け付けま

す。ご利用の際は、お申し出ください。代行手続きにかかわる経費はいただ

きません。 



4 

 

通院時等の移送 

介護上必要とする通院や入退院時は、看護師付き添いにて移送いたします。

ご本人またはご家族の希望にもとづく看護師等の付き添いでの移送につい

ては、別途料金がかかります。 

ただし、救急搬送、入院等医療機関から必要とされる場合には、ご家族の付

き添いもお願いします。 

理美容サービス 
月 2回、理美容サービスを実施しています。美容は希望により利用できます。

料金は、別途かかります。散髪の頻度の目安３か月に１回。 

日常生活購入代行 
介護以外の日常生活品の購入代行を申し込むことができます。ご利用に際し

ては、購入代金を添えてお申し込みください。 

金銭管理 

入所者には、園内生活上で必要な経費（介護サービス利用料、食費、居住費、

その他日常費用、医療費一部負担金、国民健康保険料等）に充てる資金とし

て事業所が行う金銭管理サービスを利用していただきます。 

・管理する金額：原則月 8～10万円程度 

・管理する金額の形態：指定する金融機関の預金通帳に預け入れている金銭 

・お預かりするもの：上記預金通帳及び通帳印 

・保管管理者：施設管理者が責任を持って管理します 

・出納方法：別に定める「預り金管理要領」のとおり 

・上記のほか、入所者の申し出、相談に応じます 

 

４ 利用料金                           （令和６年８月１日現在） 

（１）基本料金（介護福祉施設サービス費） 

 従来型個室 多床室 

 

区 分 

1日あたりの

介護保険料金

（円） 

自己負担分/1日（円） 1日あたりの 

介護保険料金

（円） 

自己負担分/1日（円） 

1割 2割 3割 1割 2割 3割 

要介護１ 5,890 589 1,178 1,767 5,890 589 1,178 1,767 

要介護２ 6,590 659 1,318 1,977 6,590 659 1,318 1,977 

要介護３ 7,320 732 1,464 2,196 7,320 732 1,464 2,196 

要介護４ 8,020 802 1,604 2,406 8,020 802 1,604 2,406 

要介護５ 8,710 871 1,742 2,613 8,710 871 1,742 2,613 

 

（２）加算料金                 １日当たりの利用料金[単位×10円（級地区分)] 

加算名 
1日あたりの 

介護保険料金（円） 

自己負担分 1日（円） 

1割 2割 3割 

①初期加算 300 30 60 90 

②安全対策体制加算 200/回 20/回 40/回 60/回 

③日常生活継続支援加算Ⅰ 360 36 72 108 

④個別機能訓練加算Ⅰ 120 12 24 36 

 個別機能訓練加算Ⅱ 200/月 20/月 40/月 60/月 

⑤精神科医師定期的療養指導加算 50 5 10 15 

⑥夜勤職員配置加算Ⅲロ 160 16 32 48 

⑦看護体制加算Ⅰロ 40 4 8 12 

 看護体制加算Ⅱロ 80 8 16 24 
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⑧科学的介護推進体制加算Ⅱ 500/月 50/月 100/月 150/月 

⑨栄養マネジメント強化加算 110 11 22 33 

⑩生産性向上推進体制加算Ⅱ 10/月 10/月 20/月 30/月 

⑪療養食加算 60/回 6/回 12/回 18/回 

⑫外泊時費用（1月につき６日を限度） 2,460/日 246 492 738 

⑬看取り介護加算Ⅱ（状況により加算額が異なります。） 

 死亡日45日前～31日前 720 72 144 216 

 死亡日30日前～4日前 1,440 144 288 432 

 死亡日前々日、前日 7,800 780 1,560 2,340 

 死亡日 15,800 1,580 3,160 4,740 

⑭経口移行加算 280 28 56 84 

⑮経口維持加算 Ⅰ 4,000/月 400/月 800/月 1,200/月 

 経口維持加算 Ⅱ 1,000/月 100/月 200/月 300/月 

⑯認知症行動・心理症状緊急対応加算

（入所日から7日を限度） 
2,000 200 400 600 

⑰在宅復帰支援機能加算 100 10 20 30 

⑱配置医師緊急時対応加算 

配置医師の通常の勤務時間外の場合

(早朝・夜間及び深夜を除く) 
3,250/回 325/回 650/回 975/回 

 早朝・夜間の場合 6,500/回 650/回 1,300/回 1,950/回 

 深夜の場合 13,000/回 1,300/回 2,600/回 3,900/回 

⑲褥瘡マネジメント加算Ⅰ 30/月 3/月 6/月 9/月 

⑳褥瘡マネジメント加算Ⅱ 130/月 13/月 26/月 39/月 

㉑再入所時栄養連携加算 4,000/月 400/月 800/月 1,200/月 

㉒退院前訪問相談援助加算 4,600/日 460 920 1,380 

㉓退所後訪問相談援助加算 4,600/日 460 920 1,380 

㉔退所時相談援助加算 4,000/円 400 800 1,200 

㉕退所前連携加算 5,000/日 500 1,000 1,500 

㉖介護職員等処遇改善加算Ⅰ 基本料金+①～㉕の合計金額の14.0% 

①初期加算：入所に伴い様々な支援が必要なことから入所後 30日に限り加算 

 ②安全対策体制加算：入所時 1回 

③日常生活継続支援加算       

：認知症高齢者等が一定割合以上入所して且つ介護福祉士資格を有する職員を一定の割合配置  

④個別機能訓練加算 ：機能訓練指導員により個別機能訓練計画を実施した場合 

⑤精神科医療養指導加算 

：認知症を有する高齢者が３分の１以上を占めていて、精神科医師の定期的な療養指導が月２回 

以上行われた場合 

⑥夜間職員配置加算：夜勤を行う職員配置基準を超えて職員配置 

⑦看護体制加算 

ア．看護体制加算（Ⅰ） 常勤の看護師の配置 

イ．看護体制加算（Ⅱ） 基準を上回る看護職員の配置    
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⑧科学的介護推進体制加算 

：様々なケアにより記録している利用者の状態像に関する情報について、厚生労働省が指定する

データベースに情報提供をし、得られるフィードバックをもとに、PDCAによりケアの質を高め

ていく取り組みを行った場合 

 ⑨栄養マネジメント強化加算：入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合 

 ⑩生産性向上推進体制加算Ⅱ 

：利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委

員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノロジーを導入し、継続的に生産

性向上ガイドラインに基づいた業務改善をし、効果に関するデータ提出を行った場合 

⑪療養食加算：利用者の病状等に応じて、適切な栄養量及び内容の療養食の提供が行われた場合 

⑫外泊時費用  ※1月につき６日を限度に算定 

  ：入所期間中に入院又は外泊した期間について（入院又は外泊の初日と最終日を除き） 

⑬看取り介護加算：医師が終末期であると判断した入所者について、看取り介護を行った場合 

⑭経口移行加算：経口摂取に移行するための栄養管理を実施した場合 

⑮経口維持加算：誤嚥が認められる方に対し、経口維持計画を作成及び特別な管理を行う場合 

 ⑯認知症行動･心理症状緊急対応加算 

：医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に入所す 

ることが適当であると判断した者を受け入れた場合 

⑰在宅復帰支援機能加算：在宅復帰支援を積極的に行い、一定割合以上の在宅復帰を実現した場合 

⑱配置医師緊急時対応加算 

：配置医師が、配置医師の通常の勤務時間外や早朝又は夜間の時間帯に、緊急時に当施設を訪問 

して、入所者に対して診療等の対応を行った場合 

⑲⑳褥瘡マネジメント加算 

：褥瘡発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強い項目について、定期的な評価を実施し、計 

画的に管理を行った場合。 

㉑再入所時栄養連携加算 

：施設入所後、医療機関に入院後経管栄養等により入所時と大きく異なる栄養管理が必要となっ    

た場合において、入院医療機関の管理栄養士と連携し再入所後の栄養管理に関する調整を行っ   

た場合 

㉒退所前訪問相談援助加算：入所者が退所し在宅生活等を行う際、援助・調整等を行った場合 

㉓退所時後訪問相談援助加算 

：入所者の退所後 30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対して  

相談援助を行った場合 

㉔退所時相談援助加算 

：入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅にて居宅系サービスを利用する場合におい

て、相談援助等を行った場合 

㉕退所前連携加算 

：入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において、居宅系サービスを利用する場合  

において、退所に先立って情報提供を行い、居宅系サービスの調整を行った場合 

㉖介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算 

：介護サービスに従事する介護職員等の賃金改善に充てる事が目的 
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（３）食費・居住費 

負担段階 
居住費１日（円） １日当たりの 

食費（円） 

30日分の居住費・食費の合計額（円） 

個 室 多床室 個 室 多床室 

第一段階 380 0 300 20,400 9,000 

第二段階 480 430 390 26,100 24,600 

第三段階① 880 430 650 45,900 32,400 

第三段階② 880 430 1,360 67,200 53,700 

第四段階 1,231 915 1,445 80,280 70,800 

 ※ 食費・居住費については、介護保険負担限度額認定証の交付を受けた方は、当該認定証に記

載されている負担限度額（上記表に掲げる額）となります。 

 

（４）その他の料金 

項目 内容 利用料金 

①通院時等の移送 
介護上必要とする通院や入退院時の看護師等の付添、移送 無 料 

利用者の希望にもとづく看護師等の付添、移送 片道 3,000円 

②理美容費 
理 容（1回あたり） 2,750円 

美 容（1回あたり） 実費 

③日常生活品購入 

代行 

日常生活品の購入代金等、日常生活に要する費用で、入所

者負担が適当であるものに係る費用 
実費相当額 

④終末ケア 

ご遺体清拭処置料 日中(7:30～18:45） 

         夜間(18:45～7:30） 
遺留品処分につきましては、身元引受人様でお願いします。事情により

施設で処分をご希望の場合のみ 処分料 2,000円 

3,000円 

5,000円 

⑤口座振替手数料 １回 実費 

⑥金銭管理費 月 2,000円 

 

５ 利用料、入所者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法について 

（１）利用料、入所者負担額（介

護保険を適用する場合）、その

他の費用の請求方法等 

ア 利用料入所者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他

の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計

金額により請求します。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月１５日

までに請求いたします。  

（２）利用料、入所者負担額（介

護保険を適用する場合）、その

他の費用の支払い方法等 

ア 請求月の月末までに、下記のいずれかの方法によりお支払い

下さい。 

(ア)利用者指定口座からの自動振替 

(イ)現金支払い 

イ 支払いの確認をしましたら、領収書をお渡ししますので、必

ず保管してください。（医療費控除の還付請求の際に必要と

なることがあります。） 
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６ 入退所等に当たっての留意事項 

（１）入所対象者は、原則要介護度３以上の方が対象となります。 

（２）退所 

①利用者の都合で退所される場合 

退所希望日の３０日前までお申し出ください。 

   ②自動終了 

次に掲げる事由に該当した場合は、双方の通知がなくとも、自動的にサービスを終了いたし 

ます。 

   ・利用者が他の介護保険施設に入所した場合 

   ・利用者が要介護認定の更新において、自立または要支援 1・2と認定された場合 

   ・利用者が要介護認定の更新において、要介護 1・2と認定された場合。 

ただし、特例入所の要件に該当すると認められる場合には、この限りではありません。 

   ・利用者が死亡した場合 

  ③その他 

    次に掲げる事由に該当した場合は、退所していただく場合がございます。この場合は、契約

終了３０日前までに文書で通知いたします。 

・利用者又はその家族やその関係者が当施設や当施設の従業員または他の利用者に対して、こ       

の契約を継続し難い行為（職員や他の利用者に対する暴言、暴力行為等並びにハラスメント 

行為※別紙参照）を行った場合。 

・利用料、入所者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正     

当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、さらに支払いの督促から  

14日以内に支払いが無い場合、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いい

ただくことがあります。 

   ・やむを得ない事情により当施設を閉鎖または縮小する場合 

 

７ 当施設利用にあたっての留意事項 

面  会 

来訪者は面会時間（8：00～20：00）を遵守し、必ずその都度職員に届けて下

さい。風邪、インフルエンザ、その他感染症に罹患している方はご遠慮下さ

い。食べ物の持込につきまして餅類、生もの類は必ず担当職員にご相談くだ

さい。また他の利用者様へのおすそ分けはご遠慮下さい。 

また、感染症蔓延時には感染対策の為面会の中止、またはオンライン面会等

に切り替える場合があります。 

外出・外泊 外出・外泊の際には、必ず行先と帰宅時間を職員に申し出て下さい。 

設備・器具の利用 
施設内の居室や設備、器具は本来の使用法に従ってご利用下さい。 

これに反した利用で破損等が生じた場合は弁償して頂きます。 

金銭管理 「入所者に係わる現金及び預金等取扱要綱」によります。 

所持品の持ち込み 貴重品については持ち込まないで下さい。 

宗教活動・政治活動 施設内で他の入所者様に対する宗教、政治活動はご遠慮下さい。 

ペット 持ち込まないで下さい。 

 

 

 



9 

 

８ 衛生管理等について 

（１）入所者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管理に努め

るとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

（２）食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導

を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

（３）施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じま  

す。 

 ① 施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を 

おおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

  ② 施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

  ③ 従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染症の予防及

びまん延の防止のための訓練を定期的に実施します。 

  ④ ①から③までのほか、厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等

に関する手順に沿った対応を行います。 

 

９ 業務継続計画の策定等について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護福祉施設サービスの提供を継 

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）

を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じています。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施

します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１０ 緊急時等における対応方法 

 施設において、サービス提供を行っている際に利用者の病状の急変が生じた場合は、速やかに嘱託

医師へ連絡および必要な措置を講じます。また下記に定める緊急連絡先に連絡します。 

 ◎緊急連絡先 

【家族等緊急連絡先】 

氏名                 続柄（       ） 

住所 

電話番号 

 

 

 

 

【協力医療機関】 

医療機関名   篠田総合病院 

所 在 地   山形市桜町２番６８号 

電話番号    ０２３-６２３－１７１１ 

【協力歯科医療機関】 

医療機関名      しのだ歯科クリニック 

所 在 地   山形市久保田 1丁目 8番 14-2 

電話番号    ０２３-６４７－５０２２ 
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１１ 事故発生時の対応 

（１）事故が発生した場合の対応について、（２）に規定する報告等の方法を定めた事故発生防止の 

ための指針を整備します。 

（２）事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を報告し、そ 

の分析を通じた改善策についての研修を従業者に対し定期的に行います。 

（３）事故発生防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行います。 

（４）上記（１）～（３）の措置を適切に実施するための担当者を配置しています。 

（５）施設は、入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は速やかに市町村、入所者  

の家族に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

（６）施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録します。 

（７）施設は、入所者に対するサービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を  

速やかに行います。 

 

なお、下記の損害賠償保険及び自動車保険（自賠責保険・任意保険）に加入しています。 

損害賠償 

責任保険 

保険会社名 株式会社福祉保険サービス（全国社会福祉協議会） 

保 険 名 しせつの損害補償 

補償の概要 業務遂行上の事故により第三者に損害を与え法律上の賠償責任を補償 

自動車保険 

保険会社名 山形県火災共済協同組合 

保 険 名 自動車保険 

補償の概要 対人対物賠償、人身傷害（無保険車障害）、車両保険 

 

１２ 非常災害対策 

（１）当施設に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組みを行   

います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名： 生活相談員  浅野 康太 

（２）非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成し、非常災    

害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

（３）定期的に避難訓練、その他必要な訓練（夜間想定訓練を含む。）を行います。 

避難訓練実施時期： 毎年２回  

（４）（３）の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【市町村（保険者）の窓口】 

山形市役所 福祉推進部 

       指導監査課 

所 在 地 山形市旅篭町二丁目３番２５号 

電話番号 ０２３-６４１-１２１２ 

受付時間 ８:３０～１７:１５(土日祝は休み) 
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１３ サービス提供に関する相談、苦情について 

  当施設のサービスに関する相談、苦情等は、サービス提供責任者又は下記窓口までお申し出くだ

さい。 

（１）苦情処理の体制及び手順 

ア 提供したサービスに係る入所者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口 

を設置します。 

電話番号 ０２３－６４４－７５７１ 

担当部署 相談員室・相談係  生活相談員主任 中村 路子 

受付時間  月～金 午前８時４５分～午後５時３０分 

 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

利用者 

家 族 

苦情 

→ 

← 

回答 

みこころの園 

指定介護老人福祉施設 

（窓口） 

調査 

→ 
事業所 

検討 

→ 
苦情解決委員会 

  ・苦情解決委員会構成メンバー 

① 理事長 ② 施設長 ③ 生活相談員 ④ その他職員 

 

（２）苦情申立の窓口 

ご希望により苦情処理を下記の窓口に申し出ることができます。なお、介護保険の保険者が山形

市以外の方は、各保険者（市町村）の介護保険担当窓口へ申し出ることができます。 

名   称 所 在 地 電話番号 

第三者委員 

舩越 昭一 山形市上桜田 3-2-29 023-632-2475  

石井 慶市 山形市蔵王成沢 2163-7 023-688-8053  

佐藤 昭雄 山形市山形市沼木 121-138 023-644-8276  

山形市役所介護保険課 

（山形市以外の方は当該市町村の窓口） 
山形市旅篭町 2-3-25 023-641-1212  

山形県国民健康保険団体連合会 寒河江市大字寒河江字久保６ 0237-87-8000  

山形県福祉サービス運営適正化委員会 山形市小白川町 2-3-31 023-626-1755  

 

１４ 秘密の保持と個人情報の保護について 

（１）入所者及びそ

の家族に関する秘

密の保持について 

① 事業者は、入所者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に

関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取り

扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービ

ス提供をする上で知り得た入所者又はその家族の秘密を正当な理由な

く、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後にお

いても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を保持

させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、

その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。  
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（２）個人情報の保

護について 

① 事業者は、入所者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会

議等において、入所者の個人情報を用いません。また、入所者の家族の

個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会

議等で入所者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、入所者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙

によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注

意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するもの

とします。 

③ 事業者が管理する情報については、入所者の求めに応じてその内容を

開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求めら

れた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂

正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は入

所者の負担となります。)  
 

１５ 虐待の防止について 

事業者は、入所者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げるとお

り必要な措置を講じます。 

（１）虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 中村 路子 

（２）成年後見制度の利用を支援します。 

（３）従業者が支援にあたっての悩みや苦悩を相談できる体制を整えるほか、従業者が入所者等の 

権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

（４）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹 

底を図っています。 

（５）虐待防止のための指針の整備をしています。 

（６）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（７）サービス提供中に、当該施設従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）に       

よる虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

１６ 身体的拘束について 

事業者は、原則として入所者に対して身体拘束を行いません。ただし、入所者または他利用者等

の生命・身体を保護するため緊急やむを得ない場合には、入所者に対して説明し同意を得た上で、

次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束の

内容、目的、拘束の時間、経過観察や検討内容を記録し、５年間保存します。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（１）緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、入所者本人または他人の生命・身体に危険が 

及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（２）非代替性････身体拘束以外に、入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを 

防止することができない場合に限ります。 

（３）一時性･･････入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は 

直ちに身体拘束を解きます。 
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１７ サービス提供の記録 

（１）指定介護老人福祉施設サービスを提供した際には、提供した具体的なサービス内容等の記録

を行うこととし、その記録はサービス契約終了後５年間保存します。 

（２）入所者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求する

ことができます。（複写物の請求を行う場合は、有料です。） 

（３）入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被保険者証

に記載いたします。 
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別紙 みこころの園からのお願い（一部抜粋） 

 

近年、お客様が従業員に対し、恫喝や理不尽な要求、過剰な要求を突き付ける「カスタマーハラ

スメント」（以下、「カスハラ」といいます。）が社会問題となっています。介護現場でも、利用者様

だけではなくご家族やその関係者が従業員に過度な要求、理不尽な要求を突き付ける不当要求が問

題なっており、精神的苦痛により休職や退職を余儀なくされる職員が増加しております。 

 このような中、令和３年度介護保険改正において介護事業所でのカスタマーハラスメント防止の

ための方針の明確化等必要な措置を講じるよう厚生労働省より通知されたところです。 

 ご利用者様・ご家族様との信頼関係のもとに、安全安心な環境で質の高いケアを提供できるよう

以下の点についてご協力ください。職員へのハラスメント等により、サービスの中断や契約を解除

する場合があります。ご理解とご協力をお願いします。"     

     

          

①身体的暴力（身体的な力を使って危害を及ぼす行為） 

・物を投げつける 

・叩かれる、蹴られる 

・手を払いのけられる 

・手をひっかかれる、つねる 

・唾を吐く 

・服を引きちぎられる 

          

②精神的暴力（個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為） 

・大声を発する、怒鳴る、威圧的な態度で文句を言い続ける 

・「この程度できて当然」と理不尽なサービスを要求する 

・特定の職員に嫌がらせをする 

・サービス契約以外の行き過ぎた要求 

・社会通念を超えた要求（理不尽な要求）をする 

 

③セクシャルハラスメント 

（意に沿わない性的誘いかけ、好意的態度の要求、性的な嫌がらせ行為） 

・必要もなく身体を触る  

・女性のヌード写真を見せる 

・入浴介助中、あからさまに性的な話をする 

・サービス提供中に無関係に下半身を出して見せる 

・その他社会通念上セクシャルハラスメントとされている行為 


